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要 旨
本研究では保育を学ぶ学生における、子育てをする親へのソーシャルワーク面接による支援に対す
る認識について検討した。保育を学ぶ学生112名を対象として、子育てをする親に対するソーシャル
ワーク面接による支援の有効性をどのように捉えているのかを問う、独自の質問を記載した質問紙調
査票を用いて調査を実施した。その結果、保育を学ぶ学生は、「不安のある親を支える対応」、「適応
に困難さがある子供の親を支える対応」、「子育てができる条件を整える対応」の 3視点から捉え、特
に「不安のある親を支える対応」に関心を向けていると考察した。
キーワード：保育を学ぶ学生、子育てをする親、ソーシャルワーク面接
Ⅰ．はじめに
平成15年の児童福祉法の一部改正で保育士が法定化された。
児童福祉法第18条の 4では「この法律で、保育士とは、第18条の18第 1項の登録を受け、保育士の名称
を用いて、専門的知識及び技術をもつて、児童の保育及び児童の保護者に対する保育に関する指導を行う
ことを業とする者をいう。」、同法第48条の 4では、「保育所は、当該保育所が主として利用される地域の
住民に対してその行う保育に関し情報の提供を行い、並びにその行う保育に支障がない限りにおいて、乳
児、幼児等の保育に関する相談に応じ、及び助言を行うよう努めなければならない。」、その第 2項では、
「保育所に勤務する保育士は、乳児、幼児等の保育に関する相談に応じ、及び助言を行うために必要な知
識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。」と規定されている。保育士の業務には、児
童の保護者に対する保育に関する指導、および地域住民に対する情報の提供や保育に関する相談・助言が
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定められている。
平成20年に刊行された保育所保育指針解説書では、保育の専門性について、子供に関しては「発達に関
する専門的知識を基に育ちを見通し、その成長・発達を援助する技術」、「発達過程や意欲を踏まえ、子供
自らが生活していく力を細やかに助ける生活援助の知識・技術」、「保育所内外の空間や物的環境、様々な
遊具や素材、自然環境や人的環境を生かし、保育の環境を構成していく技術」、「経験や興味・関心を踏ま
え、様々な遊びを豊かに展開していくための知識・技術」、「子供同士の関わりや保護者の関わりなどを見
守り、その気持ちに寄り添いながら適宜必要な援助をしていく関係構築の知識・技術」とされている。加
えて、「保護者等への相談・助言に関する知識・技術」をあげている。保育所における保護者支援には、
保育所における専門性の範囲と限界を熟知したうえで、職員が相応に相談・助言におけるソーシャルワー
クの機能を果たす必要があると言及されている（厚生労働省 2008)
1)
。子供に対する保育だけでなく、そ
の保護者への支援も保育士の役割と明記された。なお、それまでになされていた局長通知から厚生労働大
臣による告示となったことによって、全国の認可保育所が遵守すべき法令としての位置づけとなった。
保育士養成におけるソーシャルワーク教育については、平成 3年、平成13年、平成23年と改訂されてき
ている。現行のカリキュラムでは、それまでの「社会福祉援助技術」が「相談援助」「保育相談支援」の
2科目になり、各 1単位45時間の演習科目の設定になっている。
保育ソーシャルワークにおいては、保育士が保護者とのパートナーシップ形成のための面接技法を習得
することの重要性が指摘されている（鶴 2005)
2)
。また、保育士には、生活場面面接の技術を習得するこ
とが求められ、子育て相談を行う場合、保護者と共有できる場として送迎の時間帯を活用し、継続的に毎
日かかわる保育士が保護者の相談を受けることに意味があるとされている。（安藤 2009)
3)
。
ソーシャルワーク面接に関して、バイスティックは、「個別化」、「意図的な感情表出」、「統制された情
緒的関与」、「受容」、「非審判的態度」、「自己決定」、「秘密保持」の 7つが、ソーシャルワーカーの基本姿
勢と述べている（Biestek 1957)
4)
。保育における相談についても同様の姿勢で面接がなされることが求め
られるため、ソーシャルワークにおける面接技法は保育ソーシャルワークにおいても有効だと考えられ
る。
近年、代表的なソーシャルワークの実践モデルである生態学を背景にした生活モデル（life model）は、
人と状況が交互作用を行う場に視点を当てながら、生活の広がりを捉え、長期的見通しを持って問題解決
に必要な社会資源を動員しながら援助する方法である。これは、ジャーメインらによって体系化されたエ
コロジカル・ソーシャルワークで、クライエントを環境との交互作用の中にいる生活主体者として捉え、
ソーシャルワーカーがクライエントと環境との接点に介入するとした理論に基づいている（Germain,
Gittermann 1996)
5)
。したがって、生活モデルは、人と環境の交互作用の場である保育において、有効な
理論の一つであることが窺える。また、このモデルだけでなく、多数の実践モデルを持つソーシャルワー
クは親支援に役立つ可能性がある。
保育を学ぶ学生には、資格取得後保育の現場で、様々な保育に関する相談業務を行うために、ソーシャ
ルワークの実践モデルの理論等を学ぶことが求められる。また、ソーシャルワークの理論の知識を得た学
生が、子育てをする親（保護者）に対する面接による支援をどのように捉えているのかを検討すれば、保
育士養成におけるソーシャルワークに関する教育のあり方や学ぶ内容を深めていくのに必要な知見を得る
ことができると考えられる。なお、「親」と「保護者」という用語があるが、保育においては「親支援」、
「親業訓練」、「親子関係」等が使用されるため、「親」を使う方が学生にとってイメージしやすいと考え、
以降は「親」と記述する。
以上より、本研究の目的は、保育を学ぶ学生における、子育てをする親へのソーシャルワーク面接によ
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る支援に対する認識を明らかにすることとする。
Ⅱ．方 法
1．調査対象と調査項目
本研究では、保育を学ぶ学生を対象として、子育てをする親に対するソーシャルワーク面接による支援
の有効性をどのように捉えているのかを問う、独自の質問を記載した質問紙調査票による調査を実施し
た。
調査対象は、A市 B大学において保育士の資格取得を目指し、保育所実習の経験があり、ソーシャル
ワークの科目を学んでいる3年生とした。合計112名からの質問紙調査票が回収され、分析対象とした。
調査項目については、回答者のプロフィールに関する学年・性別を付記した。
分析対象者のプロフィールは、全員大学 3年生で、男性 5名（4.5％）、女性107名（95.5％）であった。
2 ．調査期間と調査方法
調査期間は、平成28年12月とした。
調査方法は、B大学において保育を学ぶ学生に本調査の目的を説明し、協力することを了承した学生に
調査票を配付し、その場で回答してもらった。
倫理的配慮として、回答は個人を特定できないように数値化して集計すること、回答の協力は任意であ
ること、および回答への記入は無記名で行うこと等を説明し、同意を得られた学生のみに質問紙調査票を
配布し、回答を求めた。
3 ．調査項目の作成手順
保育を学ぶ学生10名に、子育てをする親に対するソーシャルワークの面接による支援が、どのようなこ
とに役立つかを質問した。回答は箇条書きで思いつくだけ書いてもらうようにした。得られた回答のうち
複数回答のあった内容をすべて使用して、22項目の質問項目を作成した。なお、ソーシャルワークは、各
対象の状況に応じてきめ細かく行われることが不可欠である。そこで、回答に含まれている意味内容をな
るべく細分化しながら質問項目の作成を行った。
子育てをする親に対するソーシャルワークの面接による支援の有効性の度合いを問う独自の22項目の質
問項目における回答は、「まったく有効でない」（ 1点）、「あまり有効でない」（ 2点）、「どちらとも言え
ない」（ 3点）、「ある程度有効である」（ 4点）、「かなり有効である」（ 5点）までの 5段階評価とした。
なお、各質問項目について、等間隔に並べた 1〜 5までの数字のうち、あてはまる数字に○を付けるよう
にした。
4 ．分析方法
以上の質問項目への回答に対する分析方法として、各質問項目の平均値と標準偏差を算出した。次に、
各質問項目について Promax 回転を伴う主因子法による因子分析を行った。また、因子分析によって得ら
れた各因子の下位尺度に相当する項目の平均値を求めた。その際、因子ごとの項目数が異なるため、算出
された平均値を項目数で除したものを平均値として示した。さらに、各因子の Cronbachのα係数を求
め、各因子別、および全体としての内的一貫性を有するかどうかの検証も行った。なお、統計処理には、
IBM SPSS Statistics 22を使用した。
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Ⅲ．結 果
子育てをする親に対するソーシャルワークの面接による支援の有効性の度合いを問う独自の22項目の質
問項目に関して、各項目の平均値・標準偏差については表 1の通りであった。平均値の最小値は3.24
（「16．家族関係がよくなるように支援をすること」）で、最大値は4.61（「 1．親の子育ての相談に対応す
ること」）であった。全22項目中、12項目が 3点台（54.5％）、10項目（45.5％）が 4点台であった（表
1）。
これら22項目について、Kaiser-Meyer-Olkinの標本妥当性の測度は0.82であった。また、Bartlettの
球面性検定では有意性が認められた（近似カイ 2乗値 889.684 p＜.01）。このため、22項目については
因子分析を行うのに適していると判断した。
これら22項目に対して主因子法による因子分析を行った。固有値の変化は6.40、2.43、1.31、1.29、
1.15、1.02……というものであり、スクリープロットの結果からも 3因子構造が妥当であると考えられ
た。そこで、 3因子を仮定して主因子法・Promax 回転による因子分析を行った。その結果、十分な因子
負荷量を示さなかった 7項目を除外して、再度、主因子法・Promax 回転による因子分析を行った。
Promax 回転後の因子パターンは表 2の通りであった。回転前の 3因子で15項目の全分散を説明する割合
は53.29％であった。なお、これら15項目について、Kaiser-Meyer-Olkinの標本妥当性の測度は0.79で
あった。また、Bartlettの球面性検定では有意性が認められた（近似カイ 2乗値 543.84 p＜.01）。
各因子の Cronbachのα係数を求めたところ、第 1因子に関してはα＝0.79、第 2因子に関してはα＝
0.76、第 3因子に関してはα＝0.72、全項目に関してはα＝0.83との値を示したことから、各因子別に見
ても、全体としても、内的一貫性を有すると判断された。
第 1因子は 5項目で構成され、「 1 1．更衣ができない子供の親を支えること」、「10．偏食のある子供の
親を支えること」、「17．問題行動が目立つ子供の親を支えること」など、子供の日常生活習慣や問題行動
等の不適応を示す子供を持つ親を支えることに意識が向かう内容の項目において高い負荷量を示してい
た。そこで、「適応に困難さがある子供の親を支える対応」因子と命名した。
第 2因子は 7項目で構成され、「16．家族関係がよくなるように支援をすること」、「14．子育てをする
親の気持ちに寄り添うこと」、「13．親が子育てに自信を持てるように支援すること」など、子育てをする
親や家族を支えて子育てができる条件を整えることに意識が向かう内容の項目において高い負荷量を示し
ていた。そこで、「子育てができる条件を整える対応」因子と命名した。
第 3因子は 3項目で構成され、「 5．障害のある子供を持つ親を支えること」、「 6．園に行きたがらな
い子供の親を支えること」、「 4．孤立している親を支えること」で、社会適応に問題のある子供の親を支
えることに意識が向かう内容の項目において高い負荷量を示していた。そこで、「不安のある親を支える
対応」因子と命名した。
因子別の平均値は、第 1因子3.92（SD 0.61）、第 2因子3.93（SD 0.53）、第 3因子4.09（SD 0.64）で
あった。各因子間の平均値について対応がある場合の一元配置分散分析を行った結果、 3因子の平均値間
には有意差が認められた（表 3）。さらに、各因子の平均値に対して多重比較を行った結果、第 1因子と
第 3因子、第 2因子と第 3因子の間に有意差が認められた。第 1因子と第 2因子の間には有意差は認めら
れなかった（表 4）。
このため、保育を学ぶ学生は、子育てをする親に対するソーシャルワークの面接による支援に対して、
第 3因子「不安のある親を支える対応」への有効性が高く、次に第 1因子「適応に困難さがある子供の親
を支える対応」と第 2因子「子育てができる条件を整える対応」への有効性があると捉えていることが示
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表 1．ソーシャルワーク面接による支援の有効性に関する質問項目における平均値・標準偏差
質問項目 平均値 標準偏差
1．親の子育ての相談に対応すること 4.61 .575
2．親との信頼関係をつくること 4.18 .808
3．親の悩みを傾聴すること 4.28 .700
4．孤立している親を支えること 3.91 .789
5．障害のある子供を持つ親を支えること 4.39 .715
6．園に行きたがらない子供の親を支えること 3.97 .895
7．子供の体調に不安のある親を支えること 3.79 .788
8．子供の発達に不安のある親を支えること 4.32 .762
9．お友達の中に入れない子供の親を支えること 3.93 .877
10．偏食のある子供の親を支えること 3.74 .814
11．更衣ができない子供の親を支えること 3.76 .862
12．子育てと仕事の両立に不安のある親を支えること 3.84 .865
13．親が子育てに自信を持てるように支援すること 4.10 .782
14．子育てをする親の気持ちに寄り添うこと 4.27 .805
15．人間関係に悩みを持つ親を支えること 3.53 .849
16．家族関係がよくなるように支援をすること 3.24 .903
17．問題行動が目立つ子供の親を支えること 4.23 .771
18．子育てに不安を抱える親を支援すること 4.46 .583
19．子育てに悩む家庭の状況を把握すること 3.96 .920
20．子供の反抗期に悩む親を支えること 3.94 .831
21．子育てに関する親のニーズに対応すること 4.02 .859
22．母子分離不安が強い子供の親を支えること 3.92 .807
ｎ=112
表 2．ソーシャルワーク面接による支援の有効性に関する質問項目における因子分析結果
質問項目 第 1因子 第 2因子 第 3因子
第 1因子「適応に困難さがある子供の親を支える対応」
11．更衣ができない子供の親を支えること .878 .134 .116
10．偏食のある子供の親を支えること .754 .167 .090
17．問題行動が目立つ子供の親を支えること .593 .057 .009
9．お友達の中に入れない子供の親を支えること .580 .003 .050
22．母子分離不安が強い子供の親を支えること .412 .193 .126
第 2因子「子育てができる条件を整える対応」
16．家族関係がよくなるように支援をすること .255 .679 .100
14．子育てをする親の気持ちに寄り添うこと .130 .614 .066
13．親が子育てに自信を持てるように支援すること .001 .578 .020
唆された（表 4）。
Ⅳ．考 察
平成18年に改訂された教育基本法第11条には、「幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う
重要なものであることにかんがみ、国及び地方公共団体は、幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整
備その他適当な方法によって、その振興に努めなければならない。」と定められている。
学校教育法第23条では、「幼稚園における教育は、前条に規定する目的を実現するため、次に掲げる目
標を達成するよう行われるものとする。」とされ、その第 1号に「健康、安全で幸福な生活のために必要
な基本的な習慣を養い、身体諸機能の調和的発達を図ること。」と規定されている。
そのため、平成20年に改訂された幼稚園教育要領には幼児期の教育が定められ、「基本的な生活習慣の
形成に当たっては、家庭での生活経験に配慮し、幼児の自立心を育て、幼児が他の幼児と関わりながら生
松 山 郁 夫292
15．人間関係に悩みを持つ親を支えること .340 .528 .048
19．子育てに悩む家庭の状況を把握すること .015 .497 .022
3．親の悩みを傾聴すること .173 .489 .195
2．親との信頼関係をつくること .152 .483 .043
第 3因子「不安のある親を支える対応」
5．障害のある子供を持つ親を支えること .010 .065 .748
6．園に行きたがらない子供の親を支えること .310 .078 .628
4．孤立している親を支えること .090 .287 .556
ｎ=112
表 4．ソーシャルワークの面接による支援の有効性に関する質問項目における多重比較による各因子の平均値の差
第 2因子 第 3因子
第 1因子「適応に困難さがある子供の親を支える対応」 .020 .176*
第 2因子「子育てができる条件を整える対応 .156*
第 3因子「不安のある親を支える対応」
*p＜.05
表 3．ソーシャルワークの面接による支援の有効性に関する質問項目における分散分析の結果
区 分 平方和 自由度 平均平方 F値
余暇支援 2.083 2 1.042 4.801*
被調査者 69.828 111
誤 差 48.164 222 .217
全 体 120.075 335
*p＜.05
活を展開する中で、生活に必要な習慣を身に付けるようにする。」とされている。幼稚園が主体となって、
子供の基本的生活習慣の形成を行い、家庭に発信するように述べられている。
基本的生活習慣については、昭和60年 3月に発行された文部省の「基本的生活習慣の指導」の手引書で
は、「児童期の基本的生活習慣の未確立は、自らの生命、健康、安全の確保を危うくするだけでなく、円
滑な人間関係や社会生活を送る上でも支障をきたし、さらには、児童期に続く青少年期の好ましくない生
活態度や問題行動の発生に結び付く危険性を十分もっている。」としている。つまり、基本的生活習慣に
ついて、人間のあらゆる態度や行動の基礎になり、道徳性を育成するものと言及している。
幼児期の基本的生活習慣については、社会に適応して生活する上で不可欠かつ最も基本的な事柄に関す
る、食事、睡眠、排泄、着脱衣、清潔の 5つの習慣とされている。基本的生活習慣について昭和46年以来
の生理的生活に関する生活習慣（食事・睡眠・排泄）に、着衣・清潔を加えた 5つの習慣を基本的生活習
慣とする」とされている（山下 1972)
6)
。基本的生活習慣は、親や保育者が日々根気よく接し、繰り返し
行うことでしか身に付かない（谷田貝・高橋 2008)
7)
。
平成20年の保育所保育指針から告示となったため、この指針を保育の基準として取り扱うことになっ
た。幼児期に基本的生活習慣を身につけることは、保育所などの保育内容にも含まれ、保育者には重要な
ものと捉えられている（高橋 2015)
8)
。加えて、子供における他児との関わりの少なさは、その社会性の
発達の危険因子となる（Hartup 1970)
9)
。他児と関わることができない場合、その子供の社会性の発達を
阻害してしまう。これらより、第 1因子「適応に困難さがある子供の親を支える対応」は、保育を学ぶ学
生が、基本的生活習慣が身につかなかったり他児と関わることが難しかったりする場合、今後の発達に深
刻な影響を及ぼす可能性があるため、親を支える対応をとる重要性を認識していることを表していると推
察される。
向社会性の発達には幼少期に親から受容的で応答的な養育を受ける愛着経験と、自分の立場とは異なる
他者の心情を代理的に経験する必要がある（Eisenberg 1998)
10)
。子供の社会性の発達において、愛着関
係が形成され、他者の心情を推し量る体験が求められる。子供は家庭での生活を通して、基本的生活習慣
を身につけていく。家族をひとつのシステムと考えると、親子関係や夫婦関係はサブシステムであり、相
互に影響を与え合って家族関係を構成している（亀口 1992)
11)
。親子関係等の家族関係のなかで、子供は
成長していく。このため、子育てがなされるには、家族関係が安定していることが望ましい。これらよ
り、第 2因子「子育てができる条件を整える対応」は、保育を学ぶ学生における子育てができる条件を整
える重要性の認識を表しているものと判断される。
現在の育児の底流には、不慣れ・孤立・連続の 3つがある。そのため、母親の孤立感を取り除くことが
不可欠である（深谷 2008)
12)
。核家族化が進行し、地域のつながりが希薄になっているため、子育てに不
安や悩みを抱える親は多い。
不安感情の高い子供の母親は、幼稚園入園前後のことで思い悩み、過保護の傾向があり、人付き合いも
得意でない。つまり、幼児の不安感情と母親の養育態度には関連があると言える（中津・高梨・佐々木
1995)
13)
。このような状態にある場合、ペアレント・トレーニング（Parent Training）が有効とされてい
る。親が自分の子供に対して、適応行動を獲得させたり問題行動を減少させたりできるように、行動療法
の講義や実習を系統的に行うことである（大隈・免田・伊藤 2002)
14)
。これによって、親は子供の行動を
理解し、子供がよい行動を学習して実行するのを助けるためのスキルを学ぶことが可能となる。これらよ
り、第 3因子「不安のある親を支える対応」は、保育を学ぶ学生が、子育てに自信が持てない親を支える
重要性を認識していることを表しているものと考えられる。
親の養育行動に親のパーソナリティ、子供の特徴、夫婦関係・社会的ネットワーク・職業等の社会的要
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因が直接的に影響する（Belsky 1984)
15)
。そのため、親の不安を減少させ、安定した子育てができるよう
にする必要がある。親の不安が減少すれば、子供の不適応行動に対処することや子育てができる条件を整
えることが容易になる。これらより、保育を学ぶ学生は、子育てをする親に対するソーシャルワークの面
接による支援に対して、第 3因子「不安のある親を支える対応」への有効性が高く、次に第 1因子「不適
応のある子供の親を支える対応」と第 2因子「子育てができる条件を整える対応」への有効性があると捉
えているものと推察される。
以上、保育を学ぶ学生における、子育てをする親へのソーシャルワーク面接による支援に対する認識を
考察した。今後、保育を学ぶ学生がソーシャルワークの実践モデルをどのように捉えているのかを明らか
にし、それを基にして保育におけるソーシャルワーク教育のあり方や教育内容を検討することが課題であ
る。
Ⅴ．結 論
本研究では保育を学ぶ学生における、子育てをする親へのソーシャルワーク面接による支援に対する認
識について検討した。子育てをする親の不安が減少すれば、子どもの不適応行動に対処することや子育て
ができる条件を整えることが容易になるため、保育を学ぶ学生は、「不安のある親を支える対応」、「適応
に困難さがある子供の親を支える対応」、「子育てができる条件を整える対応」の 3視点から捉え、特に
「不安のある親を支える対応」に関心を向けているものと考察した。
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